
コード番号  4  7  2  0  5  1  市 町 村 類 型 　Ⅱ－ 1

 ふ り が な  ぎ  の  わ  ん  し 　30年度交付税 　Ⅰ－ 5

 市町村名  宜   野   湾    市 　種 地 区 分 (評点 576)

決算額 構成比 経常一般財 Kの構 決算額 構成比 充当一般財源等 経常一般財

千円     ％ 源 K  千円 成比％     千円     ％     千円 源    千円

96,243 人 人 人 地　　方　　税 11,503,247 11,503,247 60.2 人    件    費 4,599,558 10.8 4,223,883 4,075,438 20.0% 21.3%

91,928 人 　 ％ 　   ％ 　     ％ 地 方 譲 与 税 148,292 148,292 0.8  うち職員給 3,128,204 7.4 2,901,608 ‐ ‐ ‐

 増 減 率 4.7 ％ 4,861 利子割交付金 8,644 8,644 0.0 扶    助    費 14,677,864 34.5 4,059,035 4,001,448 19.7% 20.9%

住本(31.3.31) 98,502 人  人 人 配当割交付金 14,327 14,327 0.1 公    債    費 2,758,116 6.5 2,701,961 2,701,961 13.3% 14.1%

民台(30.3.31) 96,546 人 　 ％ 　   ％ 　     ％ 株式等譲渡所得割交付金 12,365 12,365 0.1  元利償還金 2,757,509 6.5 2,701,354 2,701,354 13.3% 14.1%

基帳 増 減 率 2.0 ％ 4,666 地方消費税交付金 1,609,975 1,609,975 8.4  一時借入金 607 0.0 607 607 0.0% 0.0%

特別地方消費税交付金 0 0 0.0 22,035,538 51.8 10,984,879 10,778,847 53.0% 56.4%

　　  千円 　　  千円 　の状況 自動車取得税交付金 43,112 43,112 0.2 物    件    費 5,057,864 11.9 4,061,134 3,385,486 16.7% 17.7%

○市町村圏 地方特例交付金等 42,347 42,347 0.2 維 持 補 修 費 267,046 0.6 242,088 110,401 0.5% 0.6%

 1　歳　入　総　額 Ａ   再建､山村 地 方 交 付 税 5,538,156 4,888,916 25.6 補  助  費  等 3,419,987 8.0 2,010,868 1,316,610 6.5% 6.9%

  財政､過疎   (普通交付税) 4,888,916 4,888,916 25.6 繰    出    金 3,132,273 7.4 2,589,926 2,007,073 9.9% 10.5%

 2　歳　出　総　額 Ｂ   不交付   (特別交付税) 649,240 ‐ ‐ 投資出資貸付金 9,180 0.0 180 180 0.0% 0.0%

 3  歳入歳出差引額   新産     小      計 18,920,465 18,271,225 95.6 積    立    金 2,161,086 5.1 1,362,429

  　　　　　　 A-B　Ｃ   低開発 交通安全対策特別交付金 11,877 11,877 0.1 ‐ ‐ ‐

 4　翌年度へ繰り越す   工特､産炭 分担金 負担金 538,346 20 0.0 経常収支比率

　  べき財源        Ｄ 使    用    料 251,078 147 0.0 投 資 的 経 費 6,476,260 15.2 959,762 86.6% ③/① 　

 5　実 質 収 支 ｱ  ｲ 　事務の共同 手    数    料 199,106 57 0.0  うち人件費 215,665 0.5 132,884 92.1% ③/②

　C-D  Ｅ 　処理の状況 国 庫 支 出 金 12,741,429 - ‐
　

　 普通建設事業 6,476,260 15.2 959,762

 ｲ-ｱ ○ごみ処理 国有提供施設交付金 630,973 630,973 3.3 補  助 6,066,728 14.3 660,184

 6  単 年 度 収 支　 Ｆ 　  うち財政調整基金 ○し尿処理 県  支  出  金 4,596,322 ‐ ‐ 単  独 409,532 1.0 299,578 歳入経常一般財源額

    うち減 債 基 金 　伝染病関係 財  産  収  入 279,164 144,861 0.8 受託（補助） - - -

 7  積　　立　　金　 Ｇ   その他特定目的基金   小学校関係 寄    附    金 1,050,031 ‐ ‐ 県事業負担等 - - -

   地方債現在高   中学校関係 繰    入    金 1,942,718 ‐ ‐ 災害復旧事業費 ‐ ‐ ‐

 8  繰 上 償 還 金  Ｈ 　うち政府資金現在高   税務関係 繰    越    金 700,170 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 歳入一般財源等

  債務負担行為額   火葬場 諸    収    入 154,041 41,099 0.2 ‐ ‐ ‐ 23,716,058

 9  積立金取くずし額 Ｉ （翌年度以降支出予定額）   消  防 地    方    債 2,048,306 - - ‐ ‐ ‐

10　実質単年度収支 ○その他 95.7

　　F + G + H - I　 Ｊ

普通会計からの 職員数

千円 繰入額　　千円 人

国民健康保険事業   無  構成比 超  過 決算額 構成比

土地区画整理事業   無 　　　　　　 円 ％ 課税額 千円 ％

下 水 道 事 業   有 901,000  個人分 1.3  議    会    費 291,028 0.7

介護保険事業   無 742,000  法人分 1.8  総    務    費 5,836,229 13.7

後期高齢者医療事業   無 672,000 35.2  民    生    費 20,916,922 49.1

上 水 道 事 業   有 479,000 3.9  衛    生    費 2,015,570 4.7

426,000  固 定 資 産 税 48.4  労    働    費 121,167 0.3

409,000  軽 自 動 車 税 2.8  農 林 水 産 業 費 40,134 0.1

400,000  市町村たばこ税 6.6  商    工    費 178,142 0.4

円  電    気    税 ‐  土    木    費 3,726,241 8.8

円  ガ    ス    税 ‐  消    防    費 920,957 2.2

円  特別土地保有税 -  教    育    費 5,754,728 13.5

円 法定外普通税旧法税 ‐  災 害 復 旧 費 - ‐

 目    的    税 0.0  公    債    費 2,758,116 6.5

均 等 割 3,500円  　　　　50 千円  入  湯  税 0.0  諸  支  出  金 ‐ ‐

標準税率に  　　3,000 千円  都市計画税 ‐ 前年度繰上充用金 ‐ ‐

対する比率  そ  の  他 ‐ 特別区調整納付金 ‐ ‐

1.0 100.0 42,559,234 100.0

※H30健全化判断比率（実質赤字比率　－％、連結実質赤字比率　－％、実質公債費比率　7.8％、将来負担比率　65.8％）
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